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序論：追従から自律的牽引へのパラダイムシフトとデータ主権

の要請 
2026年4月は、日本の人工知能（AI）研究開発史において極めて重要な分水嶺として記録される歴
史的な時期である。この月に相次いで発表された技術的成果群は、これまでグローバルな巨大テク

ノロジー企業に依存しがちであった日本のAIインフラストラクチャーが、独自のアーキテクチャと厳格
なデータ主権を基盤とする「自律的知能（Sovereign AI）」のフェーズへと進化したことを国際社会に
向けて力強く宣言するものであった。国立情報学研究所（NII）が主導するプロジェクトによる画期的
な大規模言語モデル（LLM）の一般公開を皮切りに、製造業の暗黙知を精緻に形式知化し知財戦略
を根本から再構築するストックマーク（Stockmark）の視覚言語モデル（VLM）、そして自動運転の完
全自動化に向けた「ミッシングリンク」を埋めるチューリング（Turing）のフィジカルAI技術など、多角的
かつ高度な領域で世界水準を凌駕するブレイクスルーが同時に達成された 1。 

これらのイノベーションを通底する最大のテーマは、国家および企業レベルにおける「データ主権（

Data Sovereignty）」の確立と、極めて高度な「因果推論（Chain of Causation）」のAIシステムへの実
装である 2。2020年代半ばまで主流であった単なるパラメータ規模の力任せな拡大競争から脱却
し、高品質な特化型データによる事前学習の質的向上や、計算資源が限られたエッジ環境での物理

制御との高度な統合へと、グローバルなAI開発の主戦場は明確に移行した 2。この技術的パラダイ
ムシフトの中で、日本固有の強みである精緻なエンジニアリング能力と、産学官連携による強固な研

究エコシステムが見事に結実したのが2026年春である。同時に、国内ではデジタル庁の主導による
10万人規模の政府職員向け「ガバメントAI」の大規模運用が開始され、国際的な舞台においては
「広島AIプロセス（HAIP）」を通じて日本がAIガバナンスの相互運用性とルール形成を主導する確固
たる立場を確立している 8。本報告書は、2026年4月に生じたこれらの歴史的転換点を、基盤モデル
の劇的な進化、産業特化型AIがもたらす知財戦略の変革、フィジカルAIの実空間への実装、そして
マクロな国際的AIガバナンスの四つの視点から、包括的かつ深層的に解き明かす。 

基盤モデルの臨界点：「LLM-jp-4」と国産インフラの証明 
データ最適化スケーリングとMoEアーキテクチャの革新 
2026年4月3日、日本のテクノロジー史における決定的な転換点が訪れた。国立情報学研究所（NII）
に設置された大規模言語モデル研究開発センター（LLMC）は、フラグシップモデルである「LLM-jp-4
」シリーズをオープンソースライセンスの下で一般公開した 4。この公開は、単なる技術的なマイルス
トーンの達成にとどまらず、グローバルなAI覇権争いのただ中において、日本が「自律的な知能の基
盤」を完全に自前で手に入れたことを意味する極めて高度な戦略的成果である 4。提供されたモデ
ルのうち、約86億パラメータの「LLM-jp-4 8Bモデル」に加え、特筆すべきは約320億パラメータを持



つMoE（Mixture of Experts：専門家混合）アーキテクチャを採用した「LLM-jp-4 32B-A3Bモデル」の
存在である 7。このモデルは、日本語の言語理解および複雑な推論能力を測定するベンチマークで
ある「MT-Bench」において7.82という驚異的なスコアを記録し、長らく世界市場の絶対的な標準指標
として君臨してきたOpenAIの「GPT-4o」（同スコア7.29）を明確に上回る歴史的快挙を成し遂げた 1。 

 

 
 
この圧倒的な性能向上の背景には、AI開発の基礎理論におけるパラダイムが「パラメータの無秩序
な巨大化」から「データ最適化スケーリング（Data-optimal scaling）」へと移行したことへの、日本の
研究コミュニティの極めて戦略的な適応がある 4。LLM-jp-4の事前学習には、前世代モデル（
LLM-jp-3）から約6倍に拡張された、約12兆トークンという前例のない規模の高品質コーパスが投入
されている 7。この膨大なデータ群は、単なるウェブスクレイピングによるノイズの多いテキストの無
作為な集合ではない。日本語特有の複雑な文化的文脈、特有の論理構造、敬語体系の微妙なニュ

アンス、ならびに法務的・専門的な記述を網羅的に含む、高度に精製されたデータ群である 7。12兆
トークンという学習量は、グローバルの最先端基盤モデルの学習量に完全に匹敵する水準であり、

比較的小規模なパラメータサイズであっても、膨大かつ高品質なデータを与え続けることで、モデル

が深い「推論（Thinking）」能力を獲得できることを実証した 7。 

さらに、推論効率と性能の両立を可能にしたのが、MoE（Mixture of Experts）アーキテクチャの洗練



された実装である 11。推論時にモデル内のすべてのパラメータを常時稼働させるのではなく、入力さ

れたタスクの性質に応じて最適な少数の「専門家（Expert）」ネットワークのみを動的にアクティブにす
るこの設計は、計算資源（GPUメモリおよび電力）の消費を劇的に抑えながら、背後にある巨大な知
識ベースをフルに活用することを可能にする。この技術的アプローチは、後述する機密環境でのオン

プレミス運用や、制約の多いエッジコンピューティング環境での実用性を飛躍的に高める決定的な要

因となっている。 

産学官連携のエコシステムとハイブリッド戦略の台頭 
LLM-jp-4の成功は、単一の巨大テクノロジー企業による圧倒的な資本力のみで達成されたもので
はない。その基盤には、NIIが主宰する「LLM-jp」という類まれな研究開発コミュニティの存在がある 7

。2026年3月31日時点で、大学や民間企業から2,600名以上もの研究者・技術者が参加するこの巨
大なコミュニティは、自然言語処理と計算機システム分野における産学官連携の巨大な「集合知」と

して機能している 11。計算資源の確保、膨大なデータのクリーニングと整備、厳格な評価フレーム

ワークの構築といった、一企業では到底負担しきれない基盤的プロセスをコミュニティ全体で共有す

ることで、極めて効率的かつ透明性の高い開発体制を構築した 11。この「オープンかつ日本語に強い

LLMの構築」という理念は、LLM-jp-4のライセンス設計にも反映されており、世界的なビッグテックに
対抗しうる日本独自のイノベーションモデルとして、国際的にも高く評価されている 11。 

さらに、この技術的独立は「データ主権」の担保という極めて重大なビジネス上の要請に直結してい

る。実務環境、特に製造業の未公開技術情報や金融・医療機関の個人情報といった機密性の高い

データを扱う領域において、海外のクラウドAPIを経由してAI処理を行うことは、企業が最も恐れる
データ主権の喪失や情報漏洩の重大なリスクを伴う 6。オープンソースで提供されるLLM-jp-4は、企
業が自社のオンプレミス環境や完全に隔離された閉域網内で、この高性能モデルを直接稼働させる

ことを可能にする。現実的な運用解として、機密性の高い日本語文書の解析や社内データの推論に

はLLM-jp-4をローカル環境で実行し、複雑な多言語対応や一般的な情報検索にはClaudeやGPTと
いった海外製モデルをAPI経由で利用するという「ハイブリッド構成」が、多くの日本企業にとっての最
適解として定着しつつある 1。 

楽天「Rakuten AI 3.0」が示すもう一つの自律的アプローチ 
基盤モデルの自律性を確保する戦略は、NIIのようなゼロからの独自アーキテクチャ構築だけでな
く、最先端のオープンモデルを徹底的に国内ローカライズするという全く異なるアプローチからも進行

している。その代表例が、2026年3月17日に突如として発表され業界に衝撃を与えた楽天の「
Rakuten AI 3.0」である 6。このモデルは、国産としては最大規模となる総パラメータ671B（実行パラ
メータ37B、コンテキスト長128K）という巨大な頭脳を持つが、そのベースモデルには中国の
DeepSeek-V3が採用されている 6。 

発表直後、SNSや一部の業界からは「ベースモデルが海外製であり、単なるチューニングに過ぎない
のではないか」「機密データが抜かれる危険があるのではないか」といった疑念の声が渦巻いた 6。
しかし、技術的な真実は全く異なる。楽天はAPI経由で中国のサービスを利用しているわけではなく、
1.4TBに及ぶ巨大なモデルデータを完全にダウンロードし、物理的に隔離された国内のサーバーイン
フラで独立して稼働させている 6。物理的に海外へデータが漏洩する経路は設計上存在せず、デー
タ主権は完全に保護されている 6。 



さらに、軽いファインチューニングではなく、20年分に及ぶ膨大な独自の日本語データを数百台の
GPU（H100やA100）で数ヶ月間かけ、数億円規模のインフラ投資を行って「継続事前学習（CPT：
Continual Pre-Training）」を施している 6。巨人の肩に乗り、オープンソースの最先端ベースモデルを
活用しつつも、日本のデータによる徹底的な最適化、国内インフラでの強固な運用、そして提供主体

としての完全な説明責任を果たすこの戦略は、現代の最も合理的なAI戦略の一つである 6。NIIが構
築した独自アーキテクチャと、楽天が示すグローバルモデルの高度なローカライズという双方向から

のアプローチが、同時期に急激な進化を遂げているPreferred Networks（PFN）の「PLaMo 3.0 
Prime」、Sakana AIの「Namazu」シリーズ、ELYZA等のモデル群と交わり、2026年春の日本国内に
おけるLLMエコシステムをかつてなく強靭なものにしているのである 7。 

産業特化型AIと知財戦略：Stockmarkが牽引する製造業の
パラダイムシフト 
VLM（視覚言語モデル）による複雑文書読解の限界突破 
汎用的な基盤モデルがマクロな技術インフラの底上げを担う一方で、特定の産業ドメインにおける極

めて複雑な専門課題の解決においては、日本のスタートアップによる特化型AIの実装が目覚ましい
成果を上げ、グローバル市場に挑んでいる。その最前線に立つのが、ビジネスや製造業向け文書解

析AIのリーディングカンパニーであるストックマーク株式会社（Stockmark）である。同社は2026年4
月8日、経済産業省とNEDOが国内の生成AI開発力を強化するために主導する「GENIAC」プロジェ
クトのフェーズ3の一環として、独自の視覚言語モデル（VLM）「
Stockmark-DocReasoner-Qwen2.5-VL-32B」を一般公開した 5。 

この320億（32B）パラメータを持つ中規模モデルは、オープンモデル「Qwen2.5-VL-32B-Instruct」を
強固な土台としつつ、製造業特有の極めて難解なビジネス文書、複雑な設計図面、専門的な表や画

像を深く理解し、推論できるよう独自に最適化された基盤モデルである 3。汎用的なAIモデルが一般
的に苦手とする「視覚情報と専門言語の高度な統合」において、このモデルは既存のVLMの限界を
完全に突破している 3。 

Stockmarkはこのモデルの性能を客観的に評価するため、日本語ビジネス文書を用いたマルチス
テップ推論ベンチマーク「JA-Business-Doc-RQ-Bench」を構築し公開している 5。このベンチマーク
は、単純な事実抽出ではなく、実際のビジネスシーンを模したレポート、エンジニアリング文書、ダッ

シュボードなどの複雑なレイアウト（複数系列のチャートやサブプロットなど）から、データを比較、集

計、計算する能力を測定するものである 5。例えば、「タングステンの摩耗が最も激しいエンジン（
Engine EとEngine Dを比較）が、特定の出力条件下で最大の比推力を持つか」を判定したり、「CO2
排出原単位が30g/t・km未満かつ輸送量が60億トンキロを超える」という複数の条件を満たす輸送
モード（船舶）を図表から特定するといった、人間でも熟考を要する高度なタスクが要求される 5。
Stockmarkの専用モデルは、JDocQAなどの日本語図表読解タスクにおいて、広く利用されている「
Qwen3-VL-32B-Instruct」やベースモデルを大きく上回り、一般的なグローバルフロンティアモデル（
GPT-5.2等）では対応不可能な専門領域のタスクを完了できるパフォーマンスを実証した 5。 

暗黙知のデジタル資産化（SMILES変換）とAI資本経営 
Stockmarkが提供する技術の真の価値は、単なる文書の読み取りではなく、企業内に眠る「知財（IP



）」と熟練技術者の「暗黙知」をデジタル資産として構造化し、AIを通じて再現可能な資本へと変換す
ることにある 3。この概念を、同社は「AI資本経営（AI Capital Management）」として提唱し、製造業
の経営層を対象としたフォーラムを通じて広く啓発している 3。 

技術的資産のデジタル化において特に顕著な成果を示しているのが、複雑な化学構造式の解析能

力である。同社のモデルは、過去の研究レポートや手書きの描画を含む複雑な化学構造を、テキス

トベースの「SMILES」コードに高精度で変換する能力を備えており、この特定のデータベース構築タ
スクにおいて汎用のフロンティアモデルを明確に凌駕している 5。これにより、研究開発（R&D）の現
場では、過去の膨大な報告書から化学パラメータを自動抽出し、電子実験ノート（ELN）とシームレス
に連携させることが可能となった 5。 

さらに、同社が提供する製造業向けAIエージェント「Aconnect」は、約35,000に及ぶ国内外のニュー
ス、学術論文、特許、政府報告書などの情報源から、研究開発に不可欠な情報を自動的に収集・整

理する 5。2026年には、この特許調査エージェントが新たに欧州特許（EPO）のデータ解析にも対応
し、R&D現場における特許の先行技術調査や知財ランドスケープの把握を、グローバル規模でより
広範囲かつ精緻に実現することが可能となった 3。また、プロフェッショナル業務向けAI実装プラット
フォーム「SAT（Stockmark A Technology）」の中核機能である「SAT Agent Cockpit」は、熟練者の
知識や判断基準を継承したAIエージェントを企業自身が設計・運用することを可能にする 5。図表や
スライド資料などの非構造化データを自動で構文解析し、情報の関係性を整理した「ナレッジグラフ」

を生成することで、AIが根拠を持って回答できる信頼性の高いRAG（Retrieval-Augmented 
Generation）環境を構築している 5。 

提供ソリューション 解決する製造業・ビジ

ネスの課題 
主な機能と導入効果

（事例） 
セキュリティとデータ主

権 

Aconnect (製造業向
けAIエージェント) 

市場調査の遅れ、技

術動向の見落とし、知

財リスクの増大 

約3万5千サイトからの
自動情報収集、EPO
特許対応。アイデア発

見、手戻りコストの削

減。 
 
(事例: トヨタ自動織機
での調査「空振り」削

減、ライオンでの130
年の知見再構築) 

ISMS認証 (ISO 27001)。
企業ごとの個別データ

管理。 

SAT (プロフェッショナ
ルAI実装基盤) 

属人的な暗黙知への

依存、複雑な図表デー

タ（PDF等）のRAG実

SAT Agent Cockpitに
よるエージェント設計、

図表の自動テキスト

化、ナレッジグラフ生

クラウドセキュリティ国際

規格「ISO/IEC 27017」の
認証範囲拡大。完全な



装の困難さ 成。 
 
(事例: JATCOでの自
動設計プラットフォー

ム構築、産総研グ

ループでのAI基盤「
Bibbidi」) 

情報保護。 

DocReasoner-32B 
(自社開発VLM) 

汎用AIでは理解不能
な専門文書や化学構

造式の読解、技術情

報漏洩リスク 

化学構造のSMILES
コード化、SDSや国際
規格の要件抽出、安

全データシートの構造

化。 

オンプレミス運用対応。

未公開の技術ノウハウ

や特許情報を外部に出

さず処理可能。 

Stockmarkの取り組みは、安全データシート（SDS）や国際規格、法律といった複雑なコンプライアン
ス要件を自動化し人的リスクを低減するだけでなく、情報セキュリティの国際規格（ISO 27001や
ISO/IEC 27017）を厳格に取得し、さらに32Bモデルによるオンプレミス運用を可能にすることで、企業
が自社の競争優位の源泉である機密データ（データ主権）を完全に守りながらAIを活用できる体制を
提供している 3。日本の製造業が直面する労働力不足と技術伝承の危機に対し、「文書処理」から
「知識活用」へとリソースをシフトさせ、AIを「即戦力の専門家」として育成するこのアプローチは、日
本発の産業特化型AIが世界市場で勝負するための極めて強力な戦略的フレームワークとなってい
る 5。 

フィジカルAIの最前線：チューリングが切り拓く自動運転とデー
タの透明性 
言語と物理空間の統合：VLAモデルによる歴史的実車走行 
テキストや画像といったデジタル空間での言語モデル（LLM）や視覚言語モデル（VLM）の進化と軌を
一にするように、2026年の日本においてAIを「物理的な現実空間」へと実装する最先端の取り組み
を牽引しているのが、完全自動運転を目指すスタートアップのチューリング（Turing）である。同社は、
自動運転の制御パラダイムを、従来のルールベースやカメラ映像のみに依存する非言語の

End-to-Endモデルから、視覚情報と高度な言語的推論能力、そして物理的な車両制御を統合した「
VLA（Vision-Language-Action）モデル」へと飛躍させている 2。 

2025年12月、チューリングは国内でも極めて稀なマイルストーンとなる、自社開発のVLAモデルによ
る実車走行に成功した 2。クローズドコースで行われたこの試験において、AIモデルは複数のカメラ
から入力される映像を通じてリアルタイムに周囲の環境を認識し、10Hz（1秒間に10回）の高速サイ
クルで進むべき軌跡（トラジェクトリー）を生成しながら車両を制御した 2。特筆すべきは、この実走行
に使用されたパラメータサイズわずか1B（10億）程度のモデルが、走行したコースのデータを一切事



前学習していなかったことである 2。モデルは、都内などの一般公道で事前に学習した「道の構造」や
「交通の常識」に関する知識を用い、目前の未知の環境を言語的に「リーズニング（推論）」しながら

見事に完走した。これは、従来の非言語モデルには見られない格段に「粘り強い」運転であり、未知

の状況に対する極めて高い汎化能力を示している 2。 

VLAモデルの最大の強みは、「世界の常識（テキスト由来の知能）」と「物理制御のダイナミクス」の統
合にある 2。従来の自動運転AIが単なる画像認識のパターンマッチングに依存していたのに対し、
VLAモデルは道路上の「看板の文字」「工事現場の誘導員の複雑なハンドサイン」「『隣の入り口から
入ってください』といった立て看板の文脈的指示」など、抽象度が高く意味解析が必要な情報を「概

念」として深く理解できる 2。すなわち、ChatGPTのような巨大な知能に「目（カメラ）」と「手足（タイヤと
ステアリング）」を与えたような制御が可能となるのである。従来のモデルが例外的なエッジケースと

して処理に窮していた複雑なシーンを、言語的な常識に照らし合わせて次のアクションを決定できる

この能力こそが、完全自動運転の実現に向けた最大の障壁であった「ミッシングリンク」を埋める鍵と

なっている 2。 

 

 
 



車載エッジ環境への最適化とデータの透明性（Chain of Causation） 
このような巨大な知能を、計算資源や電力に厳しい制約がある車載コンピューター（エッジ環境）で、

わずかな遅延も許されずに作動させるためのエンジニアリングも世界トップ水準に達している。

チューリングは、複数のカメラから得られる高解像度映像を極限まで圧縮してLLMに渡す「3Dエン
コーダー」や空間情報を効率的に処理する「Spatial 1D Tokenizer」、そして「トークン圧縮技術」の開
発に注力している 2。クラウドへの通信に依存せず、通信が途絶した環境でも車両単体で瞬時に推
論と制御を完結させるためのアーキテクチャは、フィジカルAIの車載化という極めて高い壁を乗り越
えるための必須要件である 2。 

さらに、人命に直結する物理デバイスをAIに委ねる上で、世界市場において最大の論点となるのが
「データの透明性」と「AIの判断根拠の説明可能性」である。チューリングはこの課題に対して、国際
的なAIコミュニティで確固たる存在感を示している。同社が発表した独自の自動運転データセット「
CoVLA」は、AI半導体の世界的トップ企業であるNVIDIAの最新モデル「Alpamayo」の論文でも引用
されるほどの評価を獲得した 2。NVIDIAの一部からは「既存のデータセットでは因果関係の記述が不
十分なケースがある」との学術的な指摘も受けているが、チューリングはこの議論を深化させ、言語

とアクションの整合性、すなわち「なぜその行動をとったのか」という因果関係（Chain of Causation）
をAIに学習させることの重要性を強く主張し、世界トッププレイヤーとビジョンを共有している 2。 

行動の背後にある理由を言語化して保持することで、万が一エラーが生じた際に、AIがどの段階で
誤った推論をしたのかを事後的に追跡・検証する「透明性」が確保される。チューリングはこの検証プ

ロセスを高度化するため、2024年に自動運転向け生成世界モデル「Terra」を開発している 12。アクセ

ル・ブレーキ・ステアリング等の詳細な操作情報を含む約1500時間分の独自の走行データと公開映
像を学習したこのモデルは、現実世界の物理法則や物体間の相互作用を深く理解し、任意の運転

操作に対するリアルな運転シーンを動画として高精度にシミュレーション出力することができる 12。さ

らに、2025年10月末から開発を開始した独自モデル「TD-1」の実装にあたっては、テストコースでの
膨大な走行データを記録し、動画と車両の軌跡（パス）だけでなく、無数の確認項目をリプレイ検証で

きる専用の「ビジュアライザー」を自社開発した 13。現場の車両に搭載されているモデルと、机上の別

の機械学習モデルを差し替えて推論結果を比較検証できるこの強力な体制は、自動運転AI特有の
ブラックボックス化を排除し、徹底した透明性と安全性を担保する同社の開発哲学を体現している 13

。同社は今後、強化学習（RL）チームと協力し、DeepSeek R1のような最先端の推論最適化手法を自
動運転に応用することで、2030年の完全自動運転車両の開発という目標に向け、さらなる性能向上
を目指している 2。 

マクロガバナンスと社会実装：国家インフラとしてのAIと国際標
準化の主導 
デジタル庁による「ガバメントAI」の未曾有の大規模社会実装 
民間のスタートアップや学術機関が世界水準の技術的ブレイクスルーを相次いで達成する中、日本

政府もまた、自らが巨大なユーザーとなることでAIの社会実装と基盤整備をかつてない規模で強力
に牽引している。日本政府は「世界で最もAIを開発・活用しやすい国」を国家戦略として標榜し、急速
な制度整備を進めてきた。2025年6月には「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関す



る法律（AI法）」が公布され、同年9月に全面施行された 8。さらに2025年末には「人工知能基本計
画」や「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定され、政府自らが先導してAIを活用する
方針が明確に打ち出された 8。 

これらの法整備と戦略的ロードマップに基づき、デジタル庁は2026年3月6日、全府省庁の政府職員
を対象とした「ガバメントAI（プロジェクト名：源内）」の大規模実証を同年中に開始すると発表した 8。
これは「隗（かい）より始めよ」の精神を体現するものであり、2026年5月の運用開始時点ですでに「
10万人以上」の職員が実際にAIを活用できる強固なインフラ体制を整備した。さらに、2027年3月ま
での年度内には、対象母数である約18万人の全職員への展開が計画されている 8。 

この「10万人規模」という数字は、単なる話題作りのための業務効率化ツールの導入実験ではない。
国家機密やセンシティブな行政情報を扱う巨大な官僚組織において、情報セキュリティの厳格な維

持、運用ルールの策定、既存の業務アプリケーションとのシームレスな統合など、「組織レベルで安

全かつ実用的にAIを運用するとはどういうことか」を、政府自らが民間企業に先駆けて実証する未曾
有の社会実験である 8。この大規模な政府調達と実証実験は、LLM-jp-4のような国産オープンモデ
ルや、Stockmarkのセキュアなオンプレミス技術など、国内のAIベンダーが提供する基盤技術の採
用可能性を大きく広げ、民間ビジネス市場に対しても極めて強力な波及効果と信頼のシグナルをも

たらしている 8。 

「広島AIプロセス」によるグローバル・ガバナンスと相互運用性の確保 
日本国内における技術開発と社会実装が加速する一方で、日本はAIがもたらす社会的なリスクを管
理するための国際的なルール形成においても、極めて重要なリーダーシップを発揮している。G7を
起点として2023年に発足した「広島AIプロセス（HAIP）」は、AIの安全性確保とイノベーションの促進
という二律背反の課題にバランスをもたらすための国際的な枠組みとして、2026年現在、世界のAI
ガバナンスにおける中心的な役割を担っている 9。 

現在、世界の主要国・地域においてAI規制のアプローチは大きく分断されている。例えばEU（欧州連
合）は「AI Act（AI法）」を通じて、リスクベースの包括的かつ厳格なハードロー（法的拘束力のある規
制）アプローチをとっている 15。一方、米国は大統領令や各省庁のガイドラインに基づく機動的なアプ

ローチを好み、イノベーションを阻害しない自主規制やセクター別の対応を重視している 16。このよう

な規制基準の深刻な分断（フラグメンテーション）が懸念される中、日本の広島AIプロセスは、多様な
国家システムを接続し、ガバナンスの「相互運用性（Interoperability）」を促進するための、極めて
「柔軟なフレームワーク」を提供している 9。 

2026年2月にはOECD（経済協力開発機構）において「HAIP Reporting Framework（報告フレーム
ワーク）」が正式にローンチされ、国際的な実践フェーズへと移行した 18。この報告フレームワーク

は、AIライフサイクル全体におけるリスクの特定と評価、セキュリティ管理、組織的ガバナンス、重大
インシデントの管理体制、そしてAI生成コンテンツの識別（電子透かしや来歴証明メカニズムの利
用）といった広範な項目をカバーしている 10。現在までに、世界を牽引する25社のグローバル企業が
このフレームワークに基づいて自社のAI運用に関するレポートを提出・公開しており、国際的な透明
性の確保において多大な成果を上げている 18。 

日本が主導するこのガバナンスモデルの最大の特徴は、拘束力のある厳格な法的罰則によって開

発の芽を縛るのではなく、倫理、イノベーション、そして文化的価値観を精緻に融合させた「責任ある



AI（Responsible AI）」の実現を目指す点にある 14。一部の専門家からは、指針（ガイドライン）ベース

のアプローチゆえに、強固なアカウンタビリティ（説明責任）が欠如する分野があるとの課題も指摘さ

れている 14。しかし、技術進化のスピードが規制の策定・立法速度を圧倒的に上回る現在のテクノロ

ジー環境においては、この適応性が高く機敏なフレームワークこそが、国家間の対立を乗り越えてグ

ローバルな合意形成を図るための極めて現実的な手段として高く評価されている 14。 

さらに、日本のガバナンス戦略は先進国（G7）の内側にとどまらない。ブルッキングス研究所などが
主催する国際ダイアログを通じて、中南米やアフリカ諸国におけるAI国家戦略との連携が議論され
ているほか、UNDP（国連開発計画）を通じた取り組みも進められている 21。UNDPは2026年、20カ国
以上の国々のAI戦略立案を支援し、14の政府に対して計算資源へのアクセスや技術トレーニングを
提供するプログラムを推進している 21。2035年までに100億ドルを動員し、4,000万人の雇用創出と
1兆ドルのGDP成長の実現を目指すこの国際的な枠組みの中で、広島AIプロセスが策定した「行動
規範（Code of Conduct）」は、民主主義、人権、法の支配といった普遍的価値をグローバルサウス
を含む全世界へ波及させるための極めて重要な青写真となっている 10。AI Safety Institutes（米国、
カナダ、EU、フランス、日本などで設立されたAI安全研究所）の国際ネットワークと連携し、共通のガ
バナンス語彙とリスク管理手法を構築することで、日本はルールメイクの最前線で確固たる存在感を

示しているのである 10。 

総括：技術・産業・政策の三位一体によるエコシステムの自律

的進化 
2026年4月に観測されたこれらの一連の動向を俯瞰的に分析すると、日本のAI開発がかつての「欧
米巨大企業への単なる技術的キャッチアップ」というフェーズを完全に終え、独自の文脈、哲学、そし

て強靭なエンジニアリング力を持つ「自律的知能の確立」という全く新しい次元へと突入したことが極

めて明確になる。 

第一に、NIIが主導した「LLM-jp-4」の歴史的成功は、パラメータ規模の力押しというレッドオーシャン
戦略ではなく、12兆トークンという超高品質な「データの精製力」とMoEアーキテクチャの巧みな実装
によって、AIの推論能力の臨界点を効率的に突破できることを証明した。これは、言語的・文化的ハ
イコンテクストを持つ日本において、完全にコントロール可能なオープンな「頭脳」を自前で保持でき

たことを意味し、国家および企業のデータ主権を恒久的に守るための最強のインフラストラクチャー

となる。同時に、楽天の「Rakuten AI 3.0」が示すような、海外のオープンな技術的資産を最大限に活
用しつつ国内環境で徹底的に最適化する戦略が共存することで、日本の基盤モデルエコシステムは

極めて高いレジリエンスを獲得している。 

第二に、Stockmarkに代表される産業特化型VLMの台頭は、汎用AIでは到底到達できない製造業
の複雑な文書や暗黙知を形式知化し、日本の伝統的な競争源泉である「匠の知財」をデジタル資本

へと変換する確実な道を開いた。これは、深刻化する労働人口の急減という国家的な社会課題に対

し、AIを「即戦力の資本」として再定義することで根本的な解決を図る、世界に先駆けた極めて革新
的な産業モデルである。 

第三に、Turingが実証したVLAモデルによる実車走行の成功は、これまでデジタル空間のテキスト処
理に留まっていた知能を、物理空間の制御（フィジカルAI）へと解放する決定的な一歩である。「因果
推論の透明性（Chain of Causation）」という極めて困難な技術的・倫理的要件に正面から挑み、独



自のデータセットとシミュレーション環境を構築して安全性を担保するその開発姿勢は、自動運転領

域のみならず、将来的な汎用ロボティクスへの応用を見据えた世界トップクラスの挑戦として高く評

価されるべきである。 

そして最後に、これら勃興する圧倒的なテクノロジードリブンなイノベーションを社会実装するため

に、政府がデジタル庁を通じて10万人規模の実証を迅速に開始し、同時に広島AIプロセス（HAIP）を
通じて世界のルールメイクとガバナンスの相互運用性を主導している事実は、技術（基盤モデル開

発）、産業（特化型・物理的実装）、国家政策（規制とインフラ整備）の三位一体が、これまでにない高

次元で機能し始めたことの明確な証左である。 

2026年春、日本発のAIは単なるソフトウェアツールの枠を大きく超え、データ主権を確保するための
国家インフラ、製造業の生命線である知的財産の防衛機構、そして物理世界を自律的かつ安全に

動く新たな「種」へと進化した。このカンブリア爆発とも言える技術革新と社会実装の強烈な連鎖は、

今後、日本経済の構造的転換を不可逆的に加速させ、次世代のグローバル市場における新たな競

争優位性の源泉として、長期にわたる深い影響を及ぼし続けるであろう。 
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